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1 .はじめに

中国全体と向様，内モンゴル自治区(以下，内モンゴノレ)における近年の経済発展には著しい

ものがある。それに伴い，農牧畜業も著しい発展と変化を遂げている。特に， 2003年の「退耕還

林・退牧還草J政策(中国中央政府は砂漠化・草原退化など，生態環境の改善を目的として実施

している政策である)以降， 1:設牧畜業経営方式に大きな変化が見られる。したがって，農牧畜業

経営方式の変化は農牧音業地帯の動向にも影響を与える可能性があると考えられる。しかしなが

ら，内モンゴルにおける農牧畜業地帯の動向とその要因に関する7iJf究は見られない。そのため，本

研究では，内モンゴノレにおける農牧畜業地帯の動向を経済地帯区分(本研究では，内モンゴノレにお

ける地域の経済活動の特徴から地磁を区分する。例えば 4. 都市地帯の動向では，第 2・3次

産業を経済活動の中心とする都市地帯と第 1次産業を中心とする農牧畜業地帯を区分する。 5.

1島牧造業地帯の動向で、は，J.設牧斎業地帯において，農業を中心として豚を飼育する農業地帯，単

純な牧務経営を行なう牧商業地帯，J:農業と牧畜業を共に行なう農牧交錯地帯を類型区分する。 6.

止|ニ羊草原地市の動向では，伝統的な牧畜経営を行なっている牧畜業地帯を，経済活動の中心にな

る家畜構成状況から類型区分する)の年次開の比較分析から検討し，その要因を考察する。

内モンゴノレにおける地市区分に関する先行研究については，草地や農地の分布等，地域資源の

n武存状況の視点から，伊藤[1 Jは，草原地帯の分布について検討している。また，巴図 [13J

は，砂漠化地域の分布とその形成要因について議論している。他方，地域別の経済活動水準の視

点から，張ら [7Jは，牧斎地幣 33旗を対象として主成分分析を行い，その限定した地帯の経営

的特質を|明らかにしている。また，呉 [6Jは 3級行政レベノレ 101旗を対象として主成分分析

を行い，決議産物生産力に影響を与えている要因について考察している。しかし，これらの研究で

は，内モンゴルにおける農牧畜業地帯の類型やその特徴を明らかにされていない。そこで，社・松

下 [8Jは， 2006年の『内家727統計年鑑』から得られる 3級行政レベル f旗・県・市・区Jを対

象に主成分分析による経済地帯区分を行い，各類型の特徴を~らかにしている。ところが，この

研究で1ゴ単年度による経済地帯区分を行っているため3時系列データや複数年度のデータによる

牒牧音楽地滑の動向については議論されていない。

内モンゴノレにおいて，研究機関等がミクロ的な視点から地域農業や農業経営等の研究対象を選

択する場合，企業が開発投資等の対-象を選択する場合，また地域農政に携わる者にとって，地域

活性化を目的とした成業仮興方策の制定や農業体質強化の技術普及等のコンサルテーションを行

なう場合，対象地域の特徴を把握するだけではなく，その動向を検討し，既往の研究成果として

提示されていれば，その結果は各主体の意思決定に役に立っと考えられる。

そこで，本研究では，経済:l'l!!.;1肝i玄分の視点から，内モンゴルにおける農牧畜業地帯の動向を数

盤的に|明らかにし，その要因を考察することを課題とする。

よ主体的には， 2004， 2006， 2008 ~三の『内蒙古統計年鑑』から得られる 3 級行政レベル注 1) 101 

肱を対象に経済地帯区分を行い， FJ'jモンゴノレにおける農牧畜業地滑の動向を経済地帯区分の年次

1'1'，11の比較分析から考察する。
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2. データと分析方法

本研究では， 2004， 2006， 2008年の町村家古統計年鑑』で利用可能な最も小単位の行政レベノレ

データである 3級行政レベル「旗・県・市・区Ji:t2l ;を分析対象とする。表 1は3級行政レベル

における旗・県・市・区の定義を示したものである。

表 3級行政レベルにおける「旗・県・市・区j の定義

属性 面積 主な生産活動 構成 特徴

旗 広い 第1次産業 t5l級級レレベル(鎮・ソムー)モンゴル民族が
ベル(ガチャ・Ll集中していあ

県 広い 第1次産業 4級レベル(鎮・郷) 漢民族が
5級レベル(村) 集中している

市 狭 い 第2・3次産業 第1次産業を中心とする経済活動の水準が

盤都第車市1次近近産主郊業E塾地査塗域中主も心主吉と主むすL 比較的小さい
区 狭い第2・3次産業 る経済活動の水準が

比較的大きい

注) 4級レベノレにおける鎮(岡了)は第 2・3次産業により発臆して

いる地域であるが，経済活動の水準は「市 'IRJより小さい。

一般に，経済地帯区分を行う場合には，社会的成立要因，経済活動の特徴的要因など，多機か

っ複雑な要因を考慮しなければならない。このため，農業経済学分野における既往の研究成果で

は，多変量解析(手法別にみると，判別分析，数量化日類，数量化III類，主成分分析，因子分析，クラ

スター分析，正準相関分析等)が主な分析手法として利用されてきた。特に|玄分の I~I 的によって，

複数の手法を併用した研究仁外的基準が存在しない場合における主成分分析のみ[~) J クラスタ

ー分析のみ[10][11] [12] を月~v\た研究が多く存在する。複数の手法を併用した研究としては，主成分

分析また因子分析とクラスター分析を併用した笠原 [4]，悶子分析と正準1:EII羽分析を併用した北

村[5 ]，クラスター分析と ~1~1j別分析を{井用した森 [14J などが挙げられる O

本研究では村モンゴルにおける各地帯の定性的情報(民族の歴史や制度等の社会的要I:EI) も

生かして経済地帯区分を行う意図から，主成分分析を)刊し、た分析を行う O 加えて，主成分分析で

は，座標の直交変換により所与の変数を分散の大きしリl聞に並べ換えて変数|前のもっとも関連して

いる変数を抽出で、きるという特性がある。よって，主成分分析では， ~内蒙古統計年鑑』において

整理されている各種の指標から，社会的要因も考慮した各地惜の特質を表す変数を統計的に分別

することができると考える。しかも，サンブ。ルの第 1・2主成分スコアを 2次元の座標空間にプ

ロットすることにより，各経済地帯の類型区分を視覚的にも説得的に議論できると考える。

3. 分析の枠組み

内モンゴノレにおいては，市場経済の発展に伴い，特に， 2003 年の「退~m:還林・退牧迷草J 政策

(中回中央政府が砂漠化・草原退化などの，生態環境の改善を毘的として実施している政策であ

る)以降，農牧音業経営方式に大きな変化が見られる。そのため，本研究では， 2004， 2006， 2008 

年の『内蒙古統計年鑑Jから得られる 3級行政レベル「旗・県・市・区Jのプーノレしたデータに

主成分分析を適用し， 2003年以降の農牧畜業地帯の動向を経済地帯区分の年次間比較分析から考

察する。まず，都市地帯と農牧畜業地帯を区分し，都市地帯において各類型の年次開変動による
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動向を考察する。次に，都市地帯を除いて残った農牧畜業地帯を類型産分し，農牧畜業地帯にお

いて各類型の年次開変動による動向を考察する。そして，農牧畜業地帯における牛羊草原地帯(低

統的な牧沓経営を行なっている地帯)を類型区分し，牛羊草原地帯において各類型の年次間変動

による動向を考察する(図 1) 0 

内モンゴル (3級行政レベル)

図1 分析のフ口一チャート

4. 都市地帯の動向

4.1 区分指標の選定

先行研究を参考にしながら，社会的成立要因，地域経済活動の特徴を把握可能な指標として，

以下の 14変数を採用した。

まず，社会・経済発展度合を示す指標注3) として，人口密度，第 2次産業就業人口率，第 3次

産業就業人口率，在職従業員率，第 2次産業の総生産額率，第 3次産業の総生産額率，一人当た

りの国内総生産額の 7変数を採用した。

次に， J.長牧蔽業地帯としての重要性を示す指標注4) は，農村人口，農家数，農村労働力数，農

村人 1:::1半，農家率，第 I次産業就業人口率，第 1次産業の総生産額率の 7変数を採用した。

4. 2 主成分の性格規定と都市・農牧畜業帯区分

表 2は主成分分析を行喝なった結果を示す。累積寄与率をみると，第 1・2主成分によって全分

散の約 68%が説明されている。そのうち，第 1主成分によって全分散の約 53%が説明されている。

まず，第 1主成分をみると，社会・経済発展度合を示す指標(人口密度，第 2次産業就業人iコ
率，第 3次産業就業人口率，在職従業員率，第 2次産業の総生産額率，第 3次産業の総生産額率3

一人当たりの国内総生産額)である 7変数は負の値，農牧畜業地帯としての重要性を示す指標(農

村人|ご1，農家数，農村労働力数，農村-人口率，農家率，第 1次産業就業人口率，第 1次産業の総

生産額率)である 7変数は高い正の値を示している。つまり，第 1主成分は，都市と農牧畜業地帯
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表 2 主成分分析の結果と各変数の基本統計重量

第1主成分第2主成分 最大植 最小{車 平時{直 標準編差
人口密室 -0.427 0.241 62.42 0.00 2.80 9.67 
第2次産業就業人口率 -0.711 一O白299 70.26 1.54 18.70 13.37 
第3次産業就業人口率 -0.688 0.534 88.14 8.40 32.70 15.62 
在職従業員率 -0‘730 -0.011 84.21 3.50 21.30 16.13 
第2次産業の総生産額率 目。‘429 一0.801 85.43 9.66 43.09 17.22 
第3次産業の総生産額率 -0.358 0.835 88.05 10.54 34.11 14.41 
一人当たりの国内総生産額 -0.586 -0.325 112901.61 3467.00 20418.38 17380.0 
農村人口 0.834 0.163 529191.00 0.00 137576.59 131351.97 
農家数 0.818 0.161 140718.00 0.00 35609.75 33830.32 

農村労働力数 0.826 0.145 318181.00 0.00 70667.77 64525.26 
農村人口率 0.926 一0.177 90.35 0.00 52.06 29.62 
農家率 0.921 -0.146 99.13 0.00 43.58 25.84 
第1次産業就業人口率 0.877 -0.188 86.10 0.67 48.60 23.09 
第1次産業の総生産額率 0.793 0.112 62.82 0.05 22.79 15.81 

国有{直 7.499 2.050 

寄与率 53.57弘 14.64出
累積寄与率 53.57見 68.21出

の社会的成立要因，経済活動を特徴づけーるl諒子として解釈できる。そこで，第 l主成分を「郁子li・

j農牧畜業特徴づけi玄|子j と11子ぶことにする。

次に，第 2主成分をみると，社会・経済発限度合を示す指標で、ある筑 3次産業就業人|二|事，第

3次産業の総生産額率が高い正の{直，第 2次産業の総生産相件三が市川、負のff直を示している O つま

り，第 2 主成分は，都市化i也市の産業発展が前業，サービス業等によるものか，工業・先住者~~~等

によるものかを特徴づける因子として解釈できる。そこで，第 2 主成分を「第 2 ・ 3 次P'I~~~~~ï:徴

づけ因子Jと11乎ぶことにする。

国 2は， 303旗の第 1・2主成分スコアを 2次元の座j架空間にプロットした結果である。

まず，第 1主成分「者151'11'・農牧畜業特徴づ、け129子j の性格規定に基づき， r旗・県.1'11'・|玄Jの

定義(表 1)を踏まえながら，都市地;出;と農牧帝業地帯のi玄分を行った。具体的には，旗・県は

第

2

i争区|

い市l
I.&i.旗i
i・県i

3

次

特

徴

づ

け

因

子

都市・農牧畜業特徴づけ因子

図2 303旗の主成分スコアの散布図
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第 1次産業を中心とする農村地域であるため， j長牧商業地帯に区分した。市・!豆については，第

1主成分スコアが旗・県より大きい場合には，農牧斎業地帯に区分し，小さい場合には都市地帯

にi玄分した。

以上の結果，第 I主成分スコアの分布に従い，以!ごのように類型を設定した。すなわち， -3.6 

以上のjjl• 県・市・区を農牧畜業地帯とし， -3.6以下の市・区を都市地帯とした。この基準によ

り都市地帯に区分される市・区は 44であり ，J長牧者業地帯に区分される旗・県・市・区は 259

である。

次に，第 2主成分!第 2 ・3次産業特徴づけ因子Jの性格規定に基づき，都市地帯における 44

の市.1.8:の類型を設定した。 J主体的には3 第 2主成分スコアの分布の検討ーに加えて，都市地帯に

おける 44の市・!乏の統計データを比較・検討した結果，以下のように類型区分した。すなわち，

o. 589以下の市・!玄を第 2次産業の発展による都市化i也市とし， O. 589から 1.429間の市・区を第

2 ・3次産業の発展による都市化地帯とし， 1. 429以 kの市・区を第 3次産業の発展による都市

化地借;とした。この基準により第 2次産業による都市化地帯に区分される市・区は 21で、あり，第

2・3次産業による都市化i也市に区分される市・|玄は 5であり，第 3次産業による都市化地帯に

!又分されるi'li・IKは 18である O

4.3 都市地帯における各類型の年次間変動

|玄1~3 li，者I~rIi J也市;の各類型における市・区の年次IT'¥J変動を示したものであり，その特徴から都

市j山市のillJJI珂を以下のように十則前できる。

まず，都市近郊地域と大都市に近い地域は都市中心部における経済活動の影響により都市化が

i並行していると考えられる。具体的に， 2004年から 2006101三にかけて， 23-88: l郡伊多斯市京H生

IX， 23 --9 : 110/-不r!f告特rlil亘!氏区， 23-104:鳥海市海南区， 23-31:呼伶貝忽市根前市の 3つの区

と 1 つのr:11は他の矧型から~mたに者I~rnl也市に区分されている(これらの市区には，図 3 仁!こI で*を

付している)。他方， 2006 "1三から 2008年になると 23-21:信夫市石拐V区(同じく**)は新し

く者15i-j:iJ古都に区分されたが， 23-53::蜘h条市紅山区(同じく** *)は都市地帯から農牧畜業地

2008(16) 

箆2盗産主
23-26日乎恰!JJ)]，盟海粒ぶ市
23-65燭林郭勤盟二述浩特市
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図3 都市地帯における各類型の年次間変動



25 

帯に区分されている O

ところで¥2006年から 2008年にかけて， 23-53:赤111条i:t'i紅1'-11)(が都市j世帯から農牧商業i也市

に区分された理由には，次の 2}えが指摘できると考える。

第 1に，行政区域内の鎮，あるいは，貿易港等における第 2次・第 3次産業の集中的な発展に

より 3 行政区域全体の平均的な経済活動水準が引き場げられたのではないかということである O

そこで，本分析における経済地帯涯分の結果において都市地帯の近傍に位前している旗を析 I:I~\す

るため， 303サンプノレを市・区(左)と旗・県(右)に区別し，第 1主成分スコアを o.5ずつに

区切ったヒストグラムにより整)~!した(図 4) 。この図において，者r~rli地帯の最も近傍に位慨して

いる旗・県，すなわち，第 1主成分スコアが-3.5から --2.5の開に位控している旗・県を注目す

ると， 11の旗・県が存在することがわかる。これらの肱・県では，分析対象期間において，第 2

次産業，あるいは，第 3次産業の著しい発展がみられたと考えられる O 具体的に，これらの 11

旗の内訳をみると，阿佐善盟額済錦旗 3， 11子{合民忽 n=j刻印UL族 I~él 治旗 3 ，阿J立持i17 阿J立持お

旗 2，写1)伊多j堺市警1)托克旗 1，郡伊多~Wrlï伊金譲治旗 1 ， I¥IIJ:J立持出1¥1iJ:1立持j正肱ずつI?Z

分されている。 すなわち， 阿J位立菩善-:盟盟額済2納i内有柏』肱j文Eと11呼1呼手引{恰企j只]又ミνj匁]¥1'市i打7等明那i日l淵討詰協混i3乱ii-Jy克E叫』族疾|正自Eヨ!治』旗j其Lは 2004イY'，

20∞08年年Aの 3つの年次共に都市地;帯H出肝i品作i干;の近傍に右位t筒髄:していること;がう引3わ泊か1るO そこでで、， この 2つの旗の

発展状況について，内モンゴ、ノレ政H干の公表している統計データにより考察を行う。その結果， こ

れらの旗の発展理由について 以下のことが指摘できる。

まず， IliïH立善盟額済的旗については，①全|当治区で行政面積が一書広い，②モンゴノレ1~IH との 1'1丹

で貿易を行なう策口貿易港がある，③石J.R， 蛍石，金，銀， ~7，i'~，アノレカリ，ヂï~jl叶;の鉱j活資源が

豊かで、ある，④世界一のi'州場林等の締麗な景色と県城，緑城，赤城等のH正史遺跡;があり旅行業が

盛んであることが指摘できる。また刊合只伐1'1博I~諒l克族自治肢については，①11干{合瓜 ~rn=行の首

H苦海技力て区に近接している，②交通条件が整備されており， ¥7サモンゴ/レの首JH!!千平¥1治特ili等だけ

ではなく，北京，大連，杭州、1，広州等にJJIIえロシアまでも汽]1功￥飛行機が平rJrFJi守能である，③水

資源，草原，森林等の自然資源が豊かであり，旅行業・建材業・乳牛版業等が}J臨んで、ある，④鋭;

!主資源，特に石炭，石油が豊かであるため，石炭発展業と石炭化学工業の発肢が著しいことが指

摘できる。図 5 には，阿J立善l~[I額済~I有勝;と呼f合貝原市都/1詰克族 I~I 治肱の地理1'1句位置を示している O

阿投善盟額済納}jAは内モンゴ、ルの最も南西に位置し子{合貝忽市号l~tÆt克族 I~I 治政は北京に位躍し
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罰 5 2つ旗の地理位置

ている G

次に， 23-53 :亦111争d:i紅IJI区の行政管理面積は 2006年の 170krn2から 2008年の 507km2に拡大し

ており，農村地域があらたに含まれるようになったことが指摘できる。具体的に，近年の中国中

央政府の方針|ごでは，農村地域の者I)r!i化・城鎮化を早めるために，市・区の行政管理面積を変更

し， ili・l玄の'l'心部に近桜する農村地域をその市・区の行政管理領域内に再区分されることが行

われている O

一方で，第 2・3次産業の活動水準のバランスの変化により，都市地帯の区分内における各類

型間にも変動がみられる O 具体的な変動の方向は， 2004 1，1三から 2006年にかけて，第 2次，第 3

次産業のいずれかに特化した類型i亙分にくわえて，第 2次，第 3次産業が平均的に発展した類型

区分が生じている。ところが， 2006年から 2008年にかけて，第 2次，第 3次産業が平均的に発

服した類型区分は減少(1 I玄のみ)し，第 2次，第 3次産業のし吋泣れかに特化した類型区分が再-

びJ;間大している O そこで，このような変動が観察された市・区の産業割合を年次I1AJ比較したもの

が表 3で、ある。

具体的に， 23-27: 11子{合引が満掛|里市では， 2004年には第 3次産業の割合が相対的に高かった

が， 2006 11三にはtí~5 2・3次産業の総生産額率が平均水準になり， 2008年には，再度，第 3次産業

の詩11合が高くなっている。

表3 各類型障に変動がある市・区の産業割合の年次間比較

盟・市一市・区 23-27満呼j伶州里貝市匁市 23-19色決市 23-10海3鳥勃海湾市匿 23-31呼恰貝部市
青山室 根潟市

2 第2次産業就業人口率 26.46 51.33 37.49 22.00 
O 第3次産業就業人口率 71.78 45.88 48.33 53.13 

O 第2次産業総生産額率 33.09 58.88 63.72 27.89 
4 第3次産業総生産額率 63.30 40.79 34.95 45.67 
2 第2次次産産業業就業人口率 26.98 49.27 37.49 25.70 
O 第3 就業人口率 71.60 50.06 48.33 49.61 
O 第2次産業総生産額率 50.07 48.98 49.72 36.64 
6 第3次産業総生産額率 47.81 50.76 48.95 47.07 
2 第2次次産産業業就業人口率 22.85 48.49 37.25 26.92 
O 第3 就業人口率 75.98 50.84 49.37 46.53 
O 第2次産業総生産額率 31.97 49.78 54.15 28.10 
8 第3次産業総生産額率 66.11 50.02 44.84 47.67 



27 

23-19 :包うた市青山区では， 2004年には第 2次産業の割合が相対的;!こ高かったが， 2006 &1三・

2008年には第 2・3次産業の割合は平均水準になっている。

23-103 :鳥海市海勃湾区では， 2004年には第 2次産業の総生産額率が相対的に高かったが，

2006年には第2・3次産業の総生産額率は平均水準になり， 2008年に，再度，策 2次産業の総生

産額率が高くなっている。

23-31 : 1I乎恰貝か根河市では， 2004年から 2008年にかけて第 3次産業の割合は一貫して高い

が， 2006年に第 2次産業の総生産額率が 10%程度上昇ーしたことにより，第 2・3次産業の発!畏に

よる都市化地帯に区分されている。

一方で，本分析における観察期間において，都市地帯に区分された約 67%の市・区については，

類型の年次開変動がなく，経済地帯毘分の結果が安定していた。

5. 農牧畜業地帯の動向

5. 1 区分指標の選定

先行研究を参考にしながら，社会的成立要因， J.長牧畜業地帯:の経済活動の特徴を担保可能な指

標として，以下の 18変数を採用した。

まず，農業に関する指標注5)として，農村人口，農家数， )長村労働力数，農村人口率， )1芸家率，

耕地率，農家当たりのJl家飼養頭数， Jl家比率，農村労働力一人当たりの)J引羽生産量制)の 9変数を

採用した。

次に，牧畜業に関する指標注7)として，農家当たりの家畜総数，股家当たりの1:1二飼義理{数， ji2

家当たりの羊飼養頭数，牛比率，羊比率，農村労働力当たりの)]家牛羊肉生産拡， );~*;J'労働力一人

当たりの牛肉生産量，農村労働力-人当たりの羊肉生産盆，農村労働力一人当たりの ~I~毛生産拡

の9変数を採用した。

5.2 主成分の性格規定と農牧畜業地帯の類型区分

表4は 2004，2006， 2008年の『内蒙古統計年鑑』から得られる 3級行政レベル「旗・県.fli・

表4 主成分分析の結果と各変数の基本統計量

|第1主成分 第2主成分 最大値 |最小値 平均値 標準偏差

農農農農農村家村村数労人働口力数

0.762 0.463 529191.00 0.00 159193.18 130127.83 
0.760 0.476 140718.00 0.00 41131.00 33554.56 
0.765 0.448 318181.00 0.00 81527.32 63612.54 

人口率 0.741 0.024 90.35 0.00 59.88 24.47 
家率 0.730 0.099 99.13 0.00 50.05 22.05 

耕地本 0.571 0.357 54.18 0.01 15.83 13.95 
農家当たりの豚飼養頭数 一0.449 0.696 31.46 0.00 2.14 3.96 

陣鹿農農農比率

0.525 0.600 58.49 0.02 10.83 10.30 
村労働力一人当たりの豚肉生産量 -0.402 0.671 2812.55 0.00 129.91 271.18 

家家当たりの家牛羊畜総養養数
-0.722 0.126 528.48 0.00 32.81 62.83 

当たりの 飼飼 頭数数 -0.674 0.488 156.30 0.00 5.73 15.76 
家当たりの 蹟 一0.856 0.050 390.34 0.00 40.99 65.65 

0.200 0.433 76.69 0.51 16.20 14.76 
-0.353 -0.541 342.71 11.73 74.04 26.88 

l羊農牛農農農比比村村村村君労吉骨率率働働働働力一人当たりの豚牛羊酎の生産量
-0.838 。晶445 5837.43 0.00 516.96 815.17 

力一人当たりののの牛羊羊肉肉毛生生生産産産量量量
-0.759 0.502 3000.75 0.00 137.45 351.42 

力一人当たり 一0.818 0.008 2300.87 0.00 245.35 378.42 
力一人当たり 一0.724 0.193 837.66 0.00 35.79 77.98 

累寄固積有与寄率値与率

8.135 3.298 
45.20% 18.32% 
45.20% 63.52% 
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区j のプーノレした都市地帯を除いて残った農牧畜業地帯のデータに対し主成分分析を行なった結

果である。累積寄与率をみると，第 1・2主成分によって全分散の約 63%が説明されている。そ

のうち，第 1主成分によって全分散の約 45%が説明されている。

まず，第 1主成分をみると，農業に関連する指標である農村人司，農家数，農村労働力数，農

村人口率，農家率， fJt-地率とj豚比率は高いJEの値を示している。他方，牧畜業に関連する指標で

ある農家当たりの家畜総数，農家当たりの牛飼養頭数，農家当たりの羊飼養頭数，農村労働力当

たりの豚牛羊肉生産量，農村労働力当たりの牛肉生産量，農村労働力一人当たりの羊肉生産量，

j農村労働力一人当たりの羊毛生産量は高い負の値を示している。つまり，第 1主成分は，農業を

中心としながらも豚を飼育する農業地帯の特徴と，農業生産をほとんど行わずに羊・牛の飼育を

中心とする牧畜業地帯を特徴づける因子として解釈できる。そこで，第 1主成分を f農業・牧畜

業特徴づけ因子Jと11乎ぶことにする O

次に，第 2主成分をみると，牧畜業に関連する指標のうち豚に関する指標(農家当たりの豚飼

義政数， JJ家比率，農村労働力一人当たりの豚肉生産量)が高い正の値，牛に関する指標(農家当た

りの牛飼養頭数，牛比率， ]:農村労働力一人当たりの牛肉生産量)と農村-人口，農家数3 農村労働力

数は次に高い正の{植を示している。逆に，羊比率は高い負の値を示している。つまり，第 2主成

分は， J操業を中心とし，牛・Jl家を飼育する農牧交錯地帯を特徴づける因子として解釈できる。そ

こで，第 2主成分を f農牧交錯特徴づけ因子j と呼ぶことにする。

|玄16は， 259肱の第 1・2主成分スコアを 2次元の座標空間にプロットした結果である。

まず，第 1主成分 q農業・牧畜業特徴づけ因子j と第 2主成分「農牧交錯特徴づけ因子j の性

協規定に基づき，そのスコアの分布を検討した結果，以下のように類型を設定した。すなわち，

f成業・牧畜業特徴づけ因子j と「農牧交錯特徴づけ因子Jのスコアが共に大きいために第 1象

!壌に属するグループは，農業を中心とし，牛・豚を飼育する牛j農業地帯であると定義した。「農業・

牧畜業特徴づけ悶子」のスコアが大きく農牧交錯特徴づけ函子Jのスコアは小さいために第4

象限にj認するグノレーブ。は，1:農業を中心とし，羊の飼育は盛んである羊農業地帯であると定義したo

r J.設業・牧畜業特徴づけl;Ej子Jと rJ長牧交錯特徴づ、け因子j のスコアが共に小さいために第 3象

農
牧
交
錯
特
徴
づ
け
因
子

農業・牧畜業特徴づけ菌子

函 6 259旗の主成分スコアの散布扇
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限に属するグノレー7
0

は，天然草原を飼料基盤とする牛羊草原地部であると定義した。「!?立:業・牧蕗

業特徴づけ因子jのスコアは小さく農牧交錯特徴づけ関子Jのスコアは大きいために第 2象限

に属するグループ。は，草原と牧草地を飼料基盤とし，農業を刷業としている草原農業j也市である

と定義した。なお，第 2象限における横南11に近接した 5つの旗については，その定性的な特徴か

ら牛羊草原地帯として例外的に区分した。また，第 3象!被における縦ilQhに近接した 3つの旗につ

いても同様に，羊j農業地帯として例外的にi玄分した。以上の基準により，牛農業l世帯には 94，羊

農業地帯には 72，牛羊草原地帯には 85，草原操業地時には 8 のJi1~ .県.rli・1まが区分される。

5. 3 農牧畜業地帯における各類型の年次間変動

図7は，農牧畜業地帯の各類型における旗・県 .rji・誌の年次間変動を示したものであり，そ

の特徴から農牧音業地帯の動向を以下のように指摘できる。

まず，都市地帯に区分される f市・区Jが噌大していることにより， 1.良牧蔀業J出品:に区分され

る「市・区j が減少していることがわかる O 具体的に，図!こ1=1において*を付している市・|亙は，

2006年以降，都市化地帯にi玄分された市・区である。また， * *を付している区は， 2008年に都

市地帯から農牧畜業地帯に区分された区である。

次に，牛農業地帯と羊農業地滑との間の変動が多く，その他の類型間の変動が少ないことがわ

かる。この農牧交錯地帯(牛農業地帯，羊農業i也市)と牛~，~草原地，肝，草原農業地;llg: l~刊の変動が少

ないのは，農地利用と草原利用の間の変換が短期的には難しいためであると考えられる O 具体的

には 3つの年次間において， 13 の 1i1~ .県・市・区の区分が変化している O そのうち，牛版業地

帯と羊農業地帯同の変動は 11，その他の類型間の変動は 3の旗・県・市・区である。年次問ごと

にみると， 2004年と 2006年の間には 3つの旗・県・市・|玄がL:I二農業Jlli;H干からさ，'::)設業地;I'Wに変

化し 1つの旗・県・市・区が羊農業地帯から牛農業地i出;に変化している。また， 2006年と 2008

年の澗には 4つの旗・県・ rli・区が牛j長業地帯から羊農業地借に変化し 3つの1Jjt・県・ rli・

区が羊農業地帯から牛農業地帯に変化している。その他の類型I'M']についてはつの朕・県・ rlT・

区が 2004年から 2006年の間に羊農業地帯から牛羊草原地帯に変化し， 2006年と 2008年の間に

おいて，再度， ~，主農業地帯に変化している。さらに，もう 1 つの旗・県・市・区が 2006 年から

2008年の間に草原農業地帯から牛羊草原地帯に変化している。

ここで，主成分スコアの具体的な変化に注目する。その理由は， )長牧畜業地帯区分の基準は一

般的に第 1・2主成分スコアのプラスかマイナスによっているからである。

表 5は，農牧畜業地帯における類型聞に変動がある旗・県・市・区の第 1・2主成分スコアを

示したものである。まず， 2004年から 2008年にかけて， 23-14: 11手和浩特市平I材料、各伊芸， 23-56: 

赤11阜市阿魯科か必旗， 23-59:赤111争市林西昼， 23-32: 11手伶貝か盟阿架旗， 23-41:うそ安盟科がや心右

翼前旗， 23-81:阜竺察布盟商都芸， 23-82:島竺察布盟宍和基， 23-84:昌三察布盟察i恰伊右翼前

旗に注目すると，第 1主成分スコアは一貫してプラスの値になっている。よって，これらの旗・

県では，第 2主成分スコアの正負により牛農業地帯か羊農業地;出nこ区分されることとなる。そこ

で，以上の 8つ旗・県の第 2主成分スコアを注目し，その絶対値をみると，すべて o.39以下であ

り，図 6のプロット図上においてX軸の近傍に位置している旗・県であることがわかる。

他方， 2004年から 2008年にかけて， 23-77:烏竺察布盟集?市の第 2主成分スコアは一貫して

マイナスの値になっている。よって，この市では，第 1主成分スコアの正負により羊農業地帯か

牛羊草原地帯に区分されることとなる。そこで， 23-77:島竺察布盟集宇市の第 1主成分スコアを
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注自し，その絶対値をみると， 0.07以下であり，図 6のプロット図上においてY軸の近傍に位置

している市で、あることがわかる。

初例年

牛E霊柔扇事(33) 123-10 í1f~喜浩続 五議箆
23-11 ~宇和j告特iIï婆lf:1Z
23-12 呼初j告f寺市土IÂ特~旗
23-1H宇和洛特市托5i.托長
23-14 ~宇和浩f寺市和科絡~f:!
23-20包決前九日吉区
23-23包失iIi土叡筏右銀
23-54岩手路市元宝山区
23-55 iff;蜂市松tJ1忽
23-57岩手絡iliE'.林左nl!
23-61 i車修司1鍛牛特nl!
23-62赤続前務麟地主E
23-63 i年峰市中城Jl
23-64 i華経荷数認線
23叶5通江市科部泌区
23-47通江市科jj:ぬ左露中nl!
23-48 通立市科H~ぬ左擁后ii
23-49遜江市ι 告H
23-50 i通江市民1姶湖
23-51 i語f1市索墜Il!
23-89 顎訴事)lJí市長~l立特旗
23-28呼1io爽加盟抗告宅前
23-32 坪1íò筑 jj~ 盟l!;iJ線
23-33坪恰抗告;盟lil力主主瓦浩氏族自治Il!
23-39 )¥f安盟内空j告特市
23-41 )ヰ'!J:盟f4lj:泌右B霊前線
23-44 J時安盟!?Hま些
23-81烏竺繁布盟衛書sl1
23-82烏竺繁布製民和島、
23-84 島恐繁布盟模地(右事~M
23-96巴彦j車j五盟悩潟市
23-971::彦j卓!j:lll!五百事Jl
23“102Rr.t浦:r:閉村11，¥f，

平農薬恋扇面 123-9 U千和j宮嶋市沼氏区宇
23-15呼和措特市潜水戸m
23-16呼和浩特市武111且
23-24包失市翻間長
23-5日赤縁市岡給料右:;，t>1l!
23-59赤絡市林西且
23司自Oi/i<峰市克け31]車線
23-52通江市引，鶴特nl!
23-90 靭 ~i: 事阪市准絡;í:
23-42 JX 安盛和 :i~ 泌在夜中ñl!
23-43 Jヰ'!J:盟tl街特旗F

23-72 t易林戦最h鐙太{ト寺l1!
23-76樹林郁革iJ盟事fell
23-77 正当竺繋布盟集中r~
23】 78Q，竺草書布関車鋭部
23-79 i!，竺事者布盟議笥込
23-80 !右足繋布強化筏1!
23-83 !主主務布ll.'!;県波島
23-85烏て繋布ll.'!務始以右翼中
23-860，主穣布盟察恰忽右翼后h1!
23-87当日聖書布悶沼子主胞

23-99巴il!i車H:般向姐持制鍬
23-6抑制法特市新胤区

卒事誕扇}世帯1(30)123-21包 川iEl.卿区
23・25包決ili泌が翠茂明安j世合政
23-104 ]向満市海南区本
23-58 iff;崎市白林右政

23-88 切な:~斯;1111日股区*
23-91切知事断市朝托克隣組
23-92邪知事斯市初托克旗
23-93割以事獄ilWi.¥白紙
23-94 籾 !í:~斯市)'， ili l1!
23-95 蜘!í:~1折市伊金援浴l1!
23鳴311坪11:~I;i:羽根i司市*
23-34押ItVl!i:盟都I~饗自治蹴
23-35呼fe引力;盟都溜克旗自治nl!
23】36呼fs副知ll.'!新包括:虎右組
23-37呼伶副知駿新包il:dt左41!
23-67儲林聖BlIi限防包噂線
23-681詩林郭勧盟;)1:沼1奇左旗
23-69 僧林郁助盟~j:尼特右餓
23明70 悩林郁勤盟~'éÍ~株1自治l1!
23寸l樹林制鮎盟西U，1$l豊;，t'1il!
23司73¥書林郁勅盟協賛l1!
23-74悶林聖slIiOO正綴白線
23嶋7S1週林制戦盟正iY.i脱
23町98巴1;'申立;盟磁ロι
23輔 100 巴彦;車)~盟島組特中旗
23斗01巴彦j車方:盟込姐特后1il!
23叫 1065司出禁m阿佐替友l1!
23司107凋鈍器盟阿佐警右政
23-108問i立轡盟総論:hlil1!
23寸日陣{存関伝綿織;問内:r骨組

離脱議集地帯(3) 123ω29 呼 I~ 山 ~í;盤牙si.石市
23町30略lev!書、盟緩!j:ei州市
40将司?9韓関li:tllil

2∞S年
牛幾員産地篠(31) 123-10 ~手記語肩市玉議区

23-11 O事和浩f寺市1主宰区
23-12 W事務浩f寺市土IA特友l1!
23-131lJ!和浩特市托克托長
23-14 w宇和港特iIi和林格;J¥ft
23-20包失市九原区
23-23包失市土11-1寺右nl!
23-2軍E宇佐田;i¥市札竺;g市
23-32 ~宇佐目;}(市腕柴鏡、
23回331lJ!1iory!!j;市3主力主主瓦主主斡jr.
23-39，宅安盟烏竺f告4寺市 、
23-41 )~安盟科 ;j~泌右翼前I
23-43 ~\f安盟十Lì前特ñl!
23-44)，*安盟突泉s
23-45通江市科jゎ泌g
23-47通江市科jj:泌左夜中nl!
23-48 通江市科~j; 泌友!I'l后ñl!
23-49遜江市Jf魯忍
23-50通江市品目if:l1!
23“51遜fJ.市安墾nl!
23-54iJf..峰iIi元宝山区
23-55赤路市松山区
23-57赤蜂市巴林友旗
23-61赤峰市翁牛特旗
23-62赤絡市略I!fl泌旗
23-63 iJf.続市中城!l
23-tl4赤鶴市数双旗
23-81 /.古竺察布市海部長
23時96~彦;車jj~市脇:可IZ
23-97 ~彦i車jj~市五頭i!-
1午 107同法:車:1¥市結納5

23-15坪和浩特市;青氷河芸
23-16呼和浩特市武JIIil
23-24包全市!ID間基
23-42 対安盤科 ~Iífj~右続中
23-52通il市礼終特総
幻-56赤鋒市阿魯科!Oj
23-59赤縫市林密長〆

23-60赤錆市克什克i除l1!
23町72¥話林専E勧盟太4ト寺
23-761話林郭勧盤多ii;Q.
23-78 竺~布市李総市
23-乃内三察布市主主哲Hl
23-80 J'!，-"，-察布市化銭Q.
23-82当竺察布市民和日
23-83 f4士宅察布市涼械s
23-84 l~ 竺察布市察拾jj: 右II!lM旗
23-85 竺~布市緊略~ï: 右探中j，jt
23-86 !t 竺察布市繋拾;í~ 右lI!l后l1!
23-87 {自主察布市I!!l子主411

23-89 親;~事新市誌位特l1!
23-90寄n;j:多斯市准絡が旗
23-99 E'.彦i車立:市!1，1立特前旗
23-8 坪~D:刻青市ま丹波区

牛羊革路地帯在:28)123吃l包央市右拐が区湯
23-25 包弘市法;f~寧茂暁安l民合j，jt
23伺34呼f士宮!方、市都恰春自治旗
23明351lJ!恰V!:j¥市都温克族自治nl!
23-36坪f官民3i:市新巴ji¥J尭右Il1I
23-37呼位lfl!.戸市新巴;j"¥虎左l1!
23-58 赤緯市巴林右nl!

23-67樹林抑動盟問巴噂旗
23-68総林郭勤盤拡尼特左l1!
23-tl9樹林車6l1i¥l:l，Jj:尼特右鍬
23司70 鵠林草n勤盟主~4珠穆~t，l1!
23-71 鎚林郭動鐙西í~ J;!;穆泌
23-73儲林邸量h問機資総
23-74鵠林部員h盟iE機白紙
23司75儲林靭勤盟iEiii旗
23-77当竺察布市集中区
23-911鍔;j¥多JlIi市明托克Mnl!
2公92靭ji:事斯市場托克旗
23同93害ajj~ 事斯市杭i車鼠
23目的駒内、~斯市伊金lIi洛餓
23“981::彦淳右、市磁ロII
23-100巴彦浮か市勾誼特中総
23-101巴彦淳部市11;独特后旗
23-1侃凋位蕃盟阿佐馨左旗
23-1仰向他蕃盤阿佐普右旗
23-1ω 阿位蕃盤mi崎hlil1!
23-38符li;lf!sI:市紘巴;i，/I旗
23-94期化事断古島市惚

翠原農業地帯(3)123-29呼itlfUj;市牙3宝石
23叩坪1i;ljUh市齢制哨
益:1Q.ぷ玄盟盤.a;，

2008年
牛農業地嗣) 123叩霜京市玉泉区

23寸 lWj'和法特高Yffilf:区
23-121lJ!和透1寺市土IA特友旗
23-13坪和迭特市托克i1:芸
23-20包失市九原区
23-23包失市土獣特右nl!
23-28呼伶貝)fi市礼竺定市
23-33呼it筑jf¥市莫カ益五注鈴)j¥族自治旗
23-39災安.!i!i!，竺浩特市
23-43 災安援者L~特鼠
23-44災安捜突泉-!l:
23-45遠江市科jr:;"1む区
23-47 通江市科 :r:~~左爽中l1!
23-48通江市科i江主t>左援活Il1I
23-4事通江市1ft年呂
23-50通江市民'1iol1!
23-51 ii!i江市奈I!旗
23-54赤鋒市元宝山区
23-55赤線市訟山区

23-56 ~最峰市周魯Wi:泌総
23-57赤峰市巴林友銀
23-59赤路市林菌i!-
23-61 赤峰市翁牛特銀
23-62赤蜂布略務泌旗

23-63赤燈荷T減具
23-64赤嫁市数!;(nl!
23-76 1M林部勤盟事給基
23-96E'.彦i車:1市l陥湾区
23-97巴彦i卓;1¥市五原基
23-102 fD.産i車 ~f~市給料!陪!t1!

23-14 呼和浩特市和綜格:í~ 呂
23-15呼和浩特市;青氷河芸
23-16呼和浩特m武)11基
23-24包失市箆伺長
23-32呼itV!!j;市開栄l1!
23-41 )'f安盟主Jjií~lb右lK1前線
幻-42~X安盟務3íí;，Ù右lK1中総
23-52通江市礼儀特旗
23-53 iJf.鶴市紅山区ホ*
23-60赤峰布克什支給旗
23-72協林郭勤盟太{ト寺l1!
23-77 白~.Ë察布市集中区
23-78.t'J竺察布市牢rft市
23偽 791う竺繋布市E主演n
23-80 !;J竺察布市化袋芸
2沼田81当竺察布市商都旦
23-82 i主主祭布市共和呂
23-B31主主繋布市涼波岳
23-84 {当主察布市察恰j~右鹿部旗
23-85烏主察布市察陪)j:右淀中旗
23-86 ý，:，!，察布市察時jj~右翼后綴

23-87烏主察布市西手玉旗
23-89号事3J:多斯市迭説特旗
23-90割以事斯市准格;K篇
23-99 巴彦;卓主:市~技特前頒
23-8呼和浩特市新縫区

牛羊草原地帯(27)123-91認訴事斯市顎托克前頒
23-92都jj¥多斯市勢托交線
23-93都知事斯布杭総統
23-ぉ包:kili誌が宰茂明安統合旗

23-34呼ie民jJi市都ie春自治nl!
23・35呼it民3Ii市都宮克族自治鼠
23時36 呼 lêDUi;市新巴~J~虎お鍋
23-37 呼 lê 瓜 ~l~爺新巴~f\皮左叙
23-40 J宅安盟限定:山市
23-58赤姥市巴林右l1!
23-67儲林紹動盟凋巴嘩l1!
23-68樹林錦戦盟i)j:尼特左旗
23-69樹林郭勤盟i)j;尼特右nl!
23-70 i話林郭勘盟五島1$穆ilb旗
23-71 1若林郭勤ll:!西島珠穆jら繍
23同73協林車slIi理協賛線
23-74協林郭勤趨正機白旗
23-75樹林郭勧盟正被鏑
23-95顎jj¥多斯市伊金ll:洛旗
23-98巴彦持者;市湿口昼
23-100 E彦j車忽市鳥技特中:Il!
23斗01E彦i卓j石市島位特后綴
23叶06阿波警盟阿佐警友l1!
23-107河位警盟側位警右l1!

23-108河泣普盟稲i済効繍
23-38呼恰引か市開:彫.J¥虎旗
23-94靭何事断荊Dl宿泊

草原B言葉極扇面)(23-29呼ff:l)l!h市牙克右市
23-30 呼 f~ 問先:市額以古t

図7 農牧畜業地帯における各類型の年次間変動
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表5 各類型間に変動がある旗・蟻・市‘区の第 1・2主成分スコア

2004 2006 2008 
第1主成分i第2主成分|第1主盛会l重2主fit分|第1主成分 第2主成分

23-14呼和浩特市和林格か長 1.639 0.053 1.503 0.107 1.293 -0.135 
23-56赤峰市阿器科かぬ旗 1.557 -0.055 1.643 -0.011 1.691 0.126 
23-59赤蜂市林西長 1.350 -0.086 1.474 -0.044 1.388 0.044 
23-32呼姶民主:畳間・旗 1.163 。‘264 1.025 0.182 0.972 一0.323
23-41共安盟科お泌右翼官官旗 1.291 0.044 1.453 0.083 1.474 -0.002 
23-81烏主察帯盟高部昼 1.918 0.159 1.774 0.337 1.612 一0.161
23-82 1当竺察布盟共和基 1.878 0.009 1.580 -0.101 1.159 -0.256 
23-84烏竺察布盟察恰示右翼前接 1.434 0.118 1.141 -0.135 0.937 -0.387 
23-77昌三察布盟集守市 0.071 -0.413 -0.018 -0.352 0.020 -0.346 
23-43兵安盟干し費特旗 1.812 -0.021 2.093 0.430 2.227 1.362 
23-76錫林郭勤盟多伶芸 0.403 -0.958 0.499 -0.578 0.873 0.830 

23-89割災安示盟多斯問市31'誌山投市特旗 1.096 0.049 0.712 -0.185 0.221 -0.864 
23-40 -10.111 2.329 -12.392 4.245 -3.139 -1.653 

一方で， 2004年から 2008年にかけて， 23-43:うそ安盟十し費!Nj:旗， 23-76:燭林事IStl功m1.多恰甚，

23-89 :郁子戸多斯市法投特旗の第 1主成分スコアはプラスの値になっている。よって，第 2主成分

スコアの正負により，牛農業地帯か羊農業地帯に区分されることとなる。そこで，第 2主成分ス

コアの絶対値をみると， 0.8以上の比較的大きな値を示している旗・県・市が存在し， I玄16のプ

ロット図上においてX!拙から断れて位置していることがわかる。地方， 23-40:うそ安盟問が山iliの

第 1主成分スコアはマイナスの値になっている。よって，第 2主成分スコアの正負により，草原

農業地帯か牛羊草原地;出:に区分されることとなる。そこで，第 2主成分スコアの絶対値をみると，

すべてl.6以上の値を示しており，図 6のプロット図上において Xilflhから離れて位躍しているこ

とがjっかる。

表 6は家畜構成の明確な変化により変動している旗・県・市・区の年次問比較で、ある。表 6か

らみると， 23-43:宍安盟礼賛特旗は， 2004年から 2006年にかけて成家当たりの牛・ 11税制毛頭数

等が増大し，農家当たりの羊飼養頭数等が減少していることにより羊農業地時から牛農業地怖に

区分されたと考えられる。また， 23-76:甥林郭鞘盟多恰芸は， 2006年から 2008年にかけて牛・

豚に関する変数が増大し，羊に関する変数が減少していることにより羊農業地借から牛農業地i肝

に区分されたと考えられる。他方， 23-89:郡伊多用?市法粒特旗は， 2004年から 2006年にかけて

表6 家畜構成の明確な変化により変動している旗・県・市 E 区の年次間比較

2「¥
農家 諒 農村労働力 農家 農家 牛 羊 農村労働力 農村労働力 農村労働力
当たり 比 当たり 当たザ 当たり 比 比 当たり 当たり 当たり

豚飼養頭数 率 豚肉生産量 牛飼養頭数 羊飼養護数 率 率 牛肉生産量 羊肉生産量 羊毛生産量
(頭/戸) (出) (kgf人) (頭/戸) (頭/戸) (目) (目) (kgl人) iligL人) iligL人)

23-43県安盟札費特旗 1.68 7.65 48.30 1.12 19.11 5.11 87.24 12.83 39.68 24.75 

23-43央県安安盟盟礼礼3費5特特旗旗 1.76 12.96 47.83 1.38 10却 10.17 76.87 22.38 80.71 27.12 
23-43 3.30 24圃42 172.88 1.55 8.65 11.47 64.10 44.83 33.06 8.95 
23-76協林郭勤盟多恰芸 0.76 6.63 49.51 2.69 7.99 23.54 69.82 53.89 84.47 27.26 

23-766甥甥林林郭郭鞍勤盟盟多多松恰基昼
0.89 7.45 62.29 3.98 7.08 33.29 59.26 118.01 70.06 22.34 

23-7 1.08 14.65 70.29 5.24 1.06 70.97 14.38 184.99 12.11 3.33 
23-89郡部多斯市建註特旗 2.54 7.82 223.75 1.04 28.92 3.20 88.99 15.42 91.79 5.89 

23-89包郡帯部部多多斯斯市市誌誌社社特特旗旗
2.45 7.36 205.97 1.28 29.59 3.83 88.81 21.02 191.40 17.51 

23-8 0.91 2.77 87.47 1.30 30.84 3.93 93.30 46.14 220.57 6.20 
23-40県安盟問忽山市 9.34 2.93 343.58 22.73 286.36 7.14 89.93 1318.26 1419.53 603.98 
23-40央安盟関忽山市 11.45 3.06 456.71 25目98 336.59 6.95 89.99 2387.45 2300.87 837.66 
23-40央安盟関;j¥山市 1.70 2.48 96.18 3目68 63.07 5.38 92.14 257.53 324.74 144.55 
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-羊に関する変数が増大しているが，羊に関する変数の増大した程度が相対的に大きく，その

j二， J豚に関する変数が減少していることにより，牛農業地帯から羊農業地帯に区分されたと考え

られる。最後に， 23-40:宍安盟問伊IlJは， 2006年から 2008年にかけてすべての変数が減少し，

草原農業地帯から牛羊草原地帯に区分されたと考えられる。

以上の旗・県・市ー!玄に対して3 その{患の1jj:t.県・市・区(約 79%) では2 年次開の類型変動

がなく，経済地帯区分の結果が安定していた。その内，牛農業地幣は約 29%，羊農業地帯は約 19%，

牛羊草原地帯は約 29%，草原農業地帯は約 1%を占めている。

6. 牛羊草原地帯の動向

6.1 区分指標の選定

ここでは，内モンゴノレにおける伝統的な牧畜経営の特徴を分析するため，牛羊草原地帯におけ

る牧蕗業活力度と家畜飼養状況の視点から，農家当たりの牛飼養頭数，農家当たりの羊飼養頭数，

農村労働力一人当たりの牛肉生産量，農村労働力一人当たりのさ~I羽生産量，農村労働力一人当た

りの羊毛生産量の 5変数を採用した。

6.2 主成分の性格規定と牛羊草原地帯の類型震分

表 7に主成分分析の結果を示した。累積寄与率をみると，第 1・2主成分によって全分散の約

88%が説明されている。そのうち，第 1主成分によって全分散の約 70%が説明されている。

まず，第 13:'成分をみると，すべての変数(農家当たりの牛飼養頭数，農家当たりの羊餌養頭

数，農村労働力一人当たりの牛肉生産量，農村労働力一人当たりの羊肉生産量，農村-労働力一人

当たりの羊毛生産量)が高い正の値を示している。つまり，第 1主成分は牛羊草原地帯の活力度を

特徴づけるほ|子として解釈できる。そこで，第 1主成分を「牧斎業活力度因子j と呼ぶことにす

る。

次に，第 2主成分をみると，牛に関する変数(農家当たりの牛飼養頭数，農村労働力一人当た

りの牛肉生産量)は正の{此羊に関する変数(農家当たりの羊飼養頭数，農村‘労働力当たりの羊肉

農村労働力一人当たりの羊毛生産量)は負の値を示している。つまり，第 2主成分は牛羊

革j京地市の家務自主j養状況を特徴づ、ける因子として解釈できる。そこで3 第 2主成分を「牛・羊特

徴づけIEI子j と11乎ぶことにする。

表7 主成分分析の結果と各変数の基本統計量

第1主成分第2主成分 最大値 最小鐘 平均値 標準嬬差
農家当たりの牛飼養頭数 0.826 0.496 35.19 0.27 6.90 6.98 
農家当たりの羊銅養頭数 0.844 -0.450 293.70 1.72 83.67 65.86 
農村労働力一人当たりの牛掬生産量 0.801 0.549 1690.57 0.38 179.70 275.38 
農村労働力一人当たりの羊肉生産量 0.886 -0.333 1915.27 18.46 494.09 449.27 
農村労働力一人当たりの羊毛生産量 。別9 -0.213 270.14 2.05 59.25 59.39 
園者1直 3.492 0.906 
寄与率 69目84弘 18.11出
累積寄与率 69.84出 87.95目
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図8は， 85，践の第 1・2主成分スコアを 2次元の躍楳空間にプロットした結果である。

まず，第 1主成分「牧蕃業活力j支因子j と第 2主成分「牛・羊特徴づけ悶子Jの性格規定に基

づき，そのスコアの分布を検討した結果，以下のように類型を設定した。すなわち牧商業活力

度因子j と「牛・羊特徴づけ因子」のスコアは共に大きく，第 1象眼に{立躍するグループは，牧

畜業活力j支が高い牧牛地帯とした。「牧畜業活力j支IEl子j のスコアは大きく， r止|二・羊特徴づけiま!

子j のスコアは小さいために第4象限に位置するグノレープPは，牧苦言業活力度が高い牧羊地帯とし

た。「牧畜業活力度因子j と f牛・ ~I主特徴づけ因子j のスコアは共に小さく，第 3 象 i礁に位i還する

グループ。は，牧畜業活力度が低い牧羊j世帯とした。「牧喬業活力i支因子」のスコアは小さくよ|二・

羊特徴づけ因子j のスコアは大きいために第 2象般に位置するグループは，牧活安業活力j支が低い

牧牛地帯とした。以上の基準により，牧畜業活力度が高い牧牛i也市には 8，牧畜業活力j支が高い

牧羊地帯には 20，牧畜業活力j支が低い牧牛地帯には 31，牧密業活力}支が低い牧羊i世相;~こは 26 の

旗・県・市・区が区分される。そこで¥牛羊草原地帯におけーる牧高活力j支が高しリ制作は約1./3で

あり，牧畜活力度が低い地帯は約 2/3である。また， LI:::~三草原l'也捕;における牧牛j也市は約 45%

を占め，牧羊地帯は約 55%を占めている。

牧畜業活力度が短い地帯

牛
羊

特
徴
つ
け

里一4.000

牧畜業活力度因子

鴎 8 85旗の主成分スコアの散布図

6.3 牛羊草原地帯における各類型の年次開変動

6.000 

図9は， 1:1二羊草原地市の各類型における旗・県・市・区の年次問変動を示したものであり，そ

の特徴から農牧畜業地帯の動向を以下のように指摘できる。

まず，都市地帯に区分される旗・県・市・区の増大により，農牧高業地帯における牛羊草原地

帯に区分される「旗・県・市・区」が減少していることがわかる O 具体的に，図中において*を

付している市・区は， 2006年以降，都市化地帯に区分された市・区である。また， * *を付して

いる市は， 2008年以降，草原農業地帯から新たに牛羊草原地帯に区分された市である。そして，

***を付している区は， 2006年以降，羊農業地帯から新たに牛羊草原地帯に区分された誌であ

る。

次に，牧畜業活力度が高い牧羊地帯と牧牛地帯間，牧畜業活力度が低い牧羊地帯と牧牛地帯問

の変動が著しいことがわかる。この牧畜業活力度が低い地帯と牧畜業活力度が高い地帯の潤に変
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動がないのは，畜種選択に関係なく，活力度の変化が短期的に難しいためであると考えられる。

そこで，牛羊草原地帯の類型区分は第 1・2主成分スコアの正負を基準にしているため，第 1・

2主成分スコアの変化に注目する。

表 8は，牛羊草原地帯に含まれる各類型間を変動した旗・県・市・区の第 1・2主成分スコア

を示したものである。まず， 2004年から 2008年にかけて， 23-37:呼伶照会て盟新巴が虎左旗と

23-71 :楊林郭軌盟西島珠穆泌旗の第 1主成分スコアは一貫してプラスの値になっている。よって，

これらの旗では，第 2主成分スコアの正負により牧畜業活力度が高い牧牛地帯か牧羊地帯に区分

されることとなる。そこで，第 2主成分スコアに注目し，その絶対値をみると， 2004年から 2008

年にかけて相対的に大きな値(約 0.7) から小さい値へと変化しており，図 8のプロット図上に

おいてXllirbへと近づいていることがわかる。また， 2004年から 2008年にかけて， 23-95:郡伊多

斯市伊金震格1Jj~の第 1 主成分スコアはマイナスの値になっている。よって，この旗では，第 2 主

200.1年
牧畜柔活方面河川23石存在照明開克族自治餓

帯(2) 123-38呼!f.:mli籾隊円忽!者飽
¥23切呼怜即日盟新巴お虎右旗
23-37呼!日!忽盟新巴忽虎左旗

牧畜業活力度が高い123-67協林郭勤盟阿思畷旗
牧羊地帯(7) 123-68樹林部勤盟拡尼特左旗

23-70憾林郭勤盟五島珠穆泌旗
23寸 1 樹林郁動能~8J珠穆;~\鍬
23-73 樹林~~開協賛飽
23-21包失市石拐『区
23-25包失市法部寧茂明安縦合餓
23-104鳥海市海南区*
23-58赤崎市巴林右旗
幻-88割以多j訴市創性区ホ

牧商業活力皮が低い123刷94郡1);多j析?糾¥liMt
牧牛地帯(12) !23-311lljiIt渋江;lll!lIi河市*

23-34呼怜lj!!J;盟都ft春自治朗i
23-74硲林郭勤盟正織自Mt
23寸5樹林郭勤盟正菰Mt
23-98巴彦j申ぶlll!硲口II
23-1ω都jlJH号盟綴j定刻Mt
23-91 ~開江;事斯7前期筏完納飽
23-92明示事斯市明托克肱
23“93郁!J;事斯市続錦繍

牧畜業活力度がl~い12小95 郁;j\多 llJi市伊金窓洛政
牧羊地帯{9) 123・69倒林郭勤盟拡尼特右鼠

23-100巴彦j車が盟名独特中旗
23-101 e彦j事訴盟均投特后自[
23-106柄独義盟関投蕃左銚
23町 101

2006~ 
枚吾妻語力度一記可仕五存ft~;ï;市顎温克族自治旗

世牛地帯(2) 123-38呼伶限公市i保円1i¥ffl:1i1i
.幻ー36呼ft現!j¥市新巴力，1ft右旗
幻-31呼ftIilぶ市新巴がm左

牧畜業活力度が高い123-67錫林郭勤盟関巴嘆旗
牧羊地帯:(7) 123-68場林郭勤堕司、尼特左旗

23-10協林郭勤盟末卑珠穆泌旗
23-71傷林甥勤盟西島珠穆泌
23-73 t~林甥~!'ì!務費li1I
23-21包失市石羽田、区*
23-25 包尖市誌jl~翠茂明安!日目合篠
23-34呼!f.:UUj;市都恰i自治飽
23-58赤蜂布E林右旗

牧畜業活力度が低い123-74í~林郭勤盟正綾自篠
牧牛地帯(10) 123-75溺林郭戦盟正藍旗

23-77込主察布市集守区*ネキ
23目94号明示多}野市当<Ii旗
23四98e彦淳!J;市磁口E
23-108 siH守義蒋額1事故旗

23-69鵠林郭勤盟拡尼特右桜
23-91顎氷多斯市都托克前a1!
23知92 郁jr~ 多斯市割托克â1!

牧畜業活力疫が低い123-93郁;j¥多斯市続協餓
牧羊地帯{9) ¥23-95郁匁多阪市伊金璽洛篠

23-1∞巴彦淳郎市島位持中旗
23-101巴彦淳郎市烏位特辰践
23-106向性善盟問位蕃左銀
23-107郎1す裳!l9箔T討議

図9 牛羊草原地帯の各類型における旗・県・市・区の年次期変動

表8 各類型開に変動がある旗の第 1・2主成分スコア

'第1主成分|第2主成分
3.7291 -0‘724 
3.8921 -0.672 
2.5531 0.010 
2.0371 -0‘759 
1.4151 -0.298 
1.4951 0.013 

-0.2761 -0.681 
-1.5631 -0.050 
-1.6701 0.061 
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表 9 各類型憾に変動がある旗の年次開比較

農家当た数り 農家饗当頭た!数り
農村労種主力 農村労働力 藤村労働力

牛錦養頭 羊銅
当たり 当た産り 当たり

(頭/戸) (it員/戸)
牛肉生産量 羊肉生 重量 羊毛生産量
(I，g!人) (kg/人) (kg!人J

17.92 212.95 375.55 927.09 243.24 
17.17 176.23 418.85 1113.34 270.14 
13.71 108.30 455.55 1059.80 181.17 
11.07 147.05 268.95 1335.57 98.21 

9.34 131.58 327.66 912.17 91.05 
9.28 104.10 439.40 1188.77 64.77 
1.08 29.84 6.86 103.76 210.36 

1.03 31.27 8.28 176.91 24.47 
0.56 25.96 36.97 160.49 15.22 

成分スコアの正負により，牧畜業活力度が低い牧牛地帯か牧羊地帯に区分されることとなる。そ

こで，第 2主成分スコアの絶対値をみると， 2004年から 2008年にかけて相対前に大きな値(約

O. 6)から小さい値へと変化しており，図 8のプロット圏上においてXilQhへと近づいていることが

わかる。

表 9は各類型間に変動がある旗の年次間比較である。表 9からみると， 23-37: n乎伶民力，"¥IJW.新

巴伊虎左旗と 23-95:等|均て多斯市伊金程裕旗は， 2006年から 20081:j.三にかけて農家当たりのさiEに関

する変数が増大し，農村労働力一人当たりの牛肉生産量が減少することにより牧羊地拍;から牧牛

地帯に区分されたと考えられる。また 23-71:傷林事~靭j盟商烏珠穆泌1Jj~ は， 2006 1:ドから 2008

年にかけて農村労働力一人当たりの牛肉生産量と農村労働力一人当たりのさ|主肉生産盤は共に増大

し， j農家当たりの牛・羊飼養頭数，農村労働力一人当たりの羊毛生産量は共に減少しており， し

かも 3 農家当たりの牛飼養頭数の減少11屈は農家当たりの羊飼養頭数より低いため，牧~I~地帯から

牧牛地帯にs分されたと考えられる。

以上の旗に対し，その他の旗・県・市・区(約 77%) では，年次IYJ'Jの類担変動がなく，経済地

帯区分の結果が安定していた。

7. おわりに

本研究では， 2004， 2006， 2008年の『内蒙古統計年鑑』において利用可能な最も小単位の 3級

行政レベル「旗・県・市・区jのプールしたデータに主成分分析を適用し， 2003年の「退MI:遼林・

退牧還草」以降の農牧音業地帯の動向を経済地帯区分の年次開比較分析から数量的に明らかにし

た注8)。

表 10は各地帯における旗・県・市・区数の年次間比較である。表 10から，都市地帯は拡大し，

農牧畜業地帯は減っているが，都市地帯に区分される旗・県・市・区数は期間を通じては絶対的

に少ないことがわかる。つまり，内モンゴルの経済地帯は，おもに農牧畜業地帯から成り立って

いることがわかる。また，農牧畜業地帯は，主に牛農業地帯，牛羊草原地;貯，羊農業地帯の 3つ

の地帯よりなり立っており，この 3つのi也市は内モンゴノレ全面積の約 83%を占め，農牧畜業地帯

の約 97%を占めている。

具体的に，まず，都市地帯については，約 67%の市・区は年次開における類型の変動がなく，
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表 10 各地帯における旗県市区数の年次院比較

2004 2006 2008 増減
農牧畜業地帯 89 85 85 -4 
牛農業地帯 33 31 30 -3 
羊農業地帯 23 23 26 3 
牛羊革開地帯 30 28 27 -3 
草原農業地帯 3 3 2 

都市地帯 12 16 16 4 
合計 101 101 101 。

安定的に発展している。他方，約 33%の市 .IKでは，第 2次・第 3次産業の活動水準のバランス

の変化により都市地帯の区分内における各類型間にも変動がみられる。具体的な変動の方向は 3

2004年から 2006年にかけて，第 2次，第 3次産業のいずれかに特化した類型|豆分にくわえて，

第 2次，第 3次産業が平均的に発展した類型区分が生じている。ところが， 2006年から 2008

にかけて，第 2 次，第 3 次産業が平均I~I~に発展した類型区分は減少( 1区のみ)し，第 2次，第

3次産業のし吋£れかに特化した類型区分が阿-び増大している。

次に，f長牧畜業地帯の動向については，約 79%の旗・県・市・区は年次|習における類型の変動

がなく，安定的に発展している。他方3 農牧者業地帯の区分内における各類型に注目すると，牛

j農業i也市と羊農業地幣では3 類型間の変動が激しく，その他の類型については変動が少ない。こ

の燦牧交錯地帯(牛成業地;肝，羊j農業地;肝)と牛羊草原地帯，草原農業地帯の|需の変動が少ないの

は，農地利用と草原利用の 11~Jの変換が短期的には難しいためである。これも， r退耕還林・退牧還

革j 以降では， 1:長牧畜業経営方式が大きな変化があるものの， 80%弱の農牧畜業地帯が安定的に

発展していることの重要な原因だと考えられる。

加えて， 1:1二羊草原地階では，約 77%の旗・県・市・区については年次開における類型変動がな

く，安定的に発展している。他方，牧畜業活力度が高い牧羊地帯と牧牛地帯開，牧畜業活力度が

低い牧羊地;H~ と牧牛地帯間で、はその変動が激しい。この牧畜業活力度が低い地帯と牧畜業活力度

が前し、地措:のI!I司に変動がないのは，高種選択に関係なく，活力度を変化させることは短期的に難

しいためであるο

最後に，今後の課題について述べる。

近年，内モンゴ、ルで、は，過開墾・過放牧・柴薪の刈り取りにより草原の退化や砂漠化は進み，

j渋牧密業の持続的発展が危ぶまれているという現状が報告されている。そのため，現状の環境負

荷の博品、主|ミ産情造と生活傑式を改善し，環境保全と経済合理性を両立可能な経営計画を策定する

ことは緊急の課j留になっている。

この課題に取り組むためには，各類型の特徴と動向に応じた農牧畜業生産に関連する技術の普

及，市場や経営の発肢を支J愛するfljlJl支の提案等を行っていく必要があると考えられる。この課題

への峻近方法のひとつとして，環境保全と経済合理性を両立可能な生産技術体系の導入を目的と

した経営意思決定文俊システムの開発研究が挙げられる。そして，このようなミクロの視点から

のj安近を試みる場合にも，本研究で明らかにしたようなマクロの視点，すなわち，経済地帯藍分

の年11寺湖の比較分析から得られた各類型の動向は重要な情報となるであろう。このような課題へ

の取り組みを，本研究に続く帯主題として指摘したい。
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注 1)内モンゴ、ノレの地方行政制度は，自治区政府の下に，大きく 2級地区とじて盟(アイマック)

と市(盟レベル) 2つの行政区で構成されている。さらに，盟(アイマック)と市C.¥WLレベ

ル)が 3級行政レベノレ族ホショート県・市(旗レベル)・区で構成されている。旗(ホシ

ョー)・県はさらに 4級行政レベノレ鎮 (1町)・蘇木(ソムー)・郷で構成されs 鎖.1.&草木(ソム

ー)・郷の下に 5級行政レベノレ村・ i曳査(ガチャー)が存在する。従って，内モンゴ、ノレの行政

レベノレは， 1級:自治区 2級:盟 (3個)・市 (9~富)， 3級:111~ (52個)・県(17~5J)・市(1 1

偲)・区(21個)， 4級:鎮・ソムー・郷 5級:ガチャー・村の 5レベルとして定義されて

いる。

注 2) 3級レベルにおける旗・県は，面積が相対的に広く，第 1次産業を中心として発展してい

る地域であり，モンゴノレ民族が集中している地域が旗，漢民族が集中している地域が県であ

る。また rfllj・「区j は，面積が相対的に狭く，第 2次・第 3次産業を1:1:t心として発展して

いる地域であるが，第 1次産業を中心とする都市近郊地域も含んでいる。なお，基本|杓に，

経済活動の水準が比較的小さい地域が「市j，大きい地域が「区j である。

注 3) 人口密度ニ総人口/総面積，第 2次産業就業人口率=第 2次産業就業人口/就業人口，第 3

次産業就業人口率=第 3次就業人口/就業人口，在職従業員率=在職従業員/総人口，第 2次

産業の総生産額率第 2次産業の総生産額/国内総生産額，第 3次産業の総生産額率=錦 3次

産業の総生産額/liI内総生産額，一人当たりの国内総生産額=一人当たりの地域内総生産額。

注4)農村人口:中国の戸籍制度により，農村人口と都市人口と分けーている。その違いは， J.投村

人口は土地(農地・草原等)の使用権を持っているが，都市人口は，土地の使用権を持てな

い。農家数:戸籍が農村である人たちの家族人数である。股村労働力数:11刻寸人口から，子

供・老人・障害人等働けない人たちを除いた人数である。農村人口率=農村人仁1/総人仁1，農

家率=農家数/世帯数，第 1次産業就業人口率=第 1次産業就業人仁1/就業人口，第 1次産業

の総生産額率:第 1 次産業の総生産額/I~I 内総生産額。

注 5)耕地率=耕地面積/総土地面積， 農家当たりの)1家飼養頭数=)1家飼養頭数/J混家数， JJ家比率=

豚飼養頭数/家畜総頭数，農村労働力一人当たりの豚|拘生産量=JJ家i羽生産量/農村労働力数。

注 6) 内モンゴ、ノレで、は農業を飼料基盤とする豚を舎飼し，天然草原を飼料基盤とする羊・牛を放

牧するという意味で，農業地帯と牧畜業地帯を分別する代表I~I~ な変数として扱っている。

注 7)農家当たりの家畜総数=家畜総頭数/農家数，農家当たりの牛飼養頭数=牛飼養頭数/iJ設家

数，農家当たりの羊飼養頭数口羊飼養頭数/農家数，牛比率=牛飼養頭数/総家畜頭数，羊比

率=羊飼養頭数/総家畜頭数，農村労働力一人当たりの)1家牛羊j羽生産量=)1家牛羊肉生産量j農

村労働力数，農村労働力一人当たりの牛肉生産量=牛肉生産量/農村労働力数，農村労働力一

人当たりの羊肉生産量口羊肉生産量/農村労働力数，農村労働力一人当たりの羊毛生産量=羊

毛生産量/農村労働力数。

注 8) 本分析による経済地帯区分の結果については，各旗，県，市， I豆における経済活動に関す

る定性的な情報により，その適否を確認する作業が必要であることはいうまでもない。これ

らの作業については，この研究を利用した各地域の実態分析に際しては行われるべき課題と

して指摘するにとどめたい。
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Economic Changes of Agricultural and Livestock F訂 mingArea in Inner Mongolia: 

Dynamic Regional Classification Based on Economic Activities 

By 

ChunLing DU and ShllSuke MATSUSHITA 

Gradllate School ofLife and Environmental Sciences， University ofTsukllba 

Abstract : 

The purpose of this paper is to present the prefectural classifications according to the differences of 

regional economic structure in 1nner Mongolia. The principal component analysis was applied to the data 

of statistical yearbook ofInner Mongolia in 2004， 2006 and 2008. 

The main conclusions ofthis paper are summarized as follows: 

1) 1n the principal component analysis applied to the data in 2006， at the first stage of the principal 

component analysis， prefectures are divided into two areas;“Agricultural and livestock farming area" 

and "Urban area" 

At the second stage of this analysis，“Agricultural and livestock farming area" are divided into four 

areas; "Agricultural farming and cattle breeding areaヘ“Agriculturalfarming and sheep breeding 

area"，“Cattle and sheep breeding and grazing area" and“Grazing area" 

. At the third stage of this analysis， "Ca拭ttleand sheep blχreed副ingaIηld g伊raz幻inga引re釘伺a円 are divided inη1tω;冶of(白Ol山i日r

a訂re伺as民円ヲ'She児ee叩pb伽ヲJre閃edωinga紅re伺awi比thhi氾ghca剖rr叩yi出I口19cωap凶acit叩y"，

Capacity"， "Sheep breeding area with low carrying capacity" and "Cattle breeding area with low 

carrying capacity" 

2) 1n the comparative analysis， fi咽omthe viewpoint of dynamic regional classification， between the 

results of principal component analyses applied to the data in 2004， 2006 and 2008 about 21 % of 

"Agricultural and livestock farming area" had changed to "Urban area" 

1n about 79% of "Agricultural and livestock farming area"， many prefectures had made transitions 

only between agricultural farming areas; for instance "Agricultural farming and cattle breeding area" 

and “Agricultural fanning and sheep breeding area". The reason why many prefectures had done this 

kind of transition can be because changes in land use between farming and grazing must not be so 

easy in the short run. 

1n about 7門7%0ぱf

between areas whi比chhave al仙lmos坑tthe same level of carrying capacity. The reason why many 

prefectures had done these kinds oftransition can be because changes in the level of carrying capacity 

must not be so easy in the short run. 

【Key刊wo例r吋d

regional classification， regional economic structure， Inner Mongolia， Agricultural and livestock farming 

area， principal component analysis， dynamic regional classification 
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